
ＰＦＩ事業の実施状況（都道府県別）

都道府県別実施方針公表件数
（令和6年3月31日現在）

34(27)

10(10)

13(12)
7(6)

23(17)
24(24)

5(4)

19(13)

10(9)4(4)

48(46)
86(46)

46(42)

63(57)

14(12)

16(14)12(10)

9(9)

8(7)

4(4)
7(4)

37(37)

80(73)

14(13)

19(16)

25(18)

99(84)

56(51)

7(6)

1(1)

12(12)10(7)

22(22)25(18)16(15)

9(8)

10(10)
14(12)
9(8)

49(38)

16(16)

11(11) 12(12)
15(10)

5(5)15(12)

15(11)

※ 括弧内は地方公共団体等の実施件数（内数）
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事業
番号

事業名 事業主体 事業期間
契約金額
（落札金額）

1 留辺蘂町外２町一般廃棄物最終処分場整備及び運営事業 北見市 2002～2022 約15億円

２ (仮称)札幌市第2斎場整備運営事業 札幌市 2003～2026 約204億円

３ 道立噴火湾パノラマパークビジターセンター等整備運営事業 北海道 2004～2031 約31億円

４ 稚内市廃棄物最終処分場整備運営事業 稚内市 2005～2020 約29億円

５ 壮瞥町管理型浄化槽整備事業 壮瞥町 2005～2015 約1億円

６
「（仮称）北海道札幌新定時制高等学校」及び「札幌市立中央幼稚
園」整備等事業

札幌市 2007～2022 約35億円

７ 旭川市立高台小学校ＰＦＩ整備事業 旭川市 2008～2025 約31億円

８ 稚内市（仮称）生ごみ中間処理施設整備・運営事業 稚内市 2010～2027 約34億円

９ 夕張市上水道第8期拡張事業 夕張市 2012～2032 約50億円

10 岩見沢市生涯学習センター整備事業 岩見沢市 2011～2028 約43億円

11 釧路市立学校施設耐震化ＰＦＩ事業（第一期） 釧路市 2012～2022 約43億円

12 釧路市立学校施設耐震化ＰＦＩ事業（第二期）その１ 釧路市 2014～2024 約46億円

13 釧路市立学校施設耐震化ＰＦＩ事業（第二期）その２ 釧路市 2014～2024 約55億円

北海道のPFI事業について R6.3.31時点

〈北海道、道内市町村〉
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事業
番号

事業名 事業主体 事業期間
契約金額
（落札金額）

14 だて歴史の杜食育センター整備運営事業 伊達市 2015～2032 約48億円

15 帯広市新総合体育館整備運営事業 帯広市 2017～2040 約105億円

16 平取町生活支援ハウス整備事業（振内地区） 平取町 2016～2027 約0.8億円

17 稚内市一般廃棄物最終処分場整備・運営事業 稚内市 2017～2031 約45億円

18 女満別空港特定運営事業等 北海道 2019～2051 約2,920億円¹

19 旭川空港運営事業等 旭川市 2019～2049 約2,920億円¹

20 帯広空港運営事業等 帯広市 2019～2049 約2,920億円¹

21 根室市教職員住宅環境整備事業 根室市 2021～2052 0円

22 中央区複合庁舎整備事業 札幌市 2021～2040 約127億円

23 （仮称）苫小牧市民ホール整備運営事業 苫小牧市 2022～2046 約164億円

24 石狩市厚田マイクログリッドシステム運営事業 石狩市 2022～2032 0円

25 恵庭市営住宅恵央団地PFI建替事業 恵庭市 2024～2046 約23億円

26 （仮称）新展示場整備事業 札幌市 2024～2024 約262億円

27 第2期札幌市山口斎場運営維持管理事業 札幌市 2025～2036 未定

北海道のPFI事業について R6.3.31時点
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事業
番号

事業名 事業主体 事業期間
契約金額
（落札金額）

28 苫小牧法務総合庁舎整備等事業
国土交通省
法務省

2004～2019 約13億円

29 公務員宿舎幌北住宅整備事業 財務省 2004～2014 約54億円

30
北海道大学環境資源バイオサイエンス研究棟改修施設整備等事
業

国立大学法人
北海道大学

2005～2019 約31億円

31 公務員宿舎月寒東住宅（仮称）整備事業 財務省 2009～2018 約62億円

32 幌延深地層研究計画地下研究施設整備（第Ⅱ期）等事業
独立行政法人

日本原子力研究開発機構
2011～2020 約236億円

33 北海道内国管理４空港特定運営事業等 国土交通省 2019～2049 約2,920億円¹

34 幌延深地層研究計画地下研究施設整備（第Ⅲ期）等事業
国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構
2023～2029 約183億円

北海道のPFI事業について R6.3.31時点

〈国、特殊法人その他の公共法人〉

※１ 事業番号18,19,20,33の4事業は北海道内7空港特定運営事業等として一体的に契約したため、それぞれの契約金額は約2,920億円の内数と整理
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設置管理者 北海道伊達市 人口約3.2万人（R6.1月時点）

事業方式 PFI（BTO方式）

事業期間 平成27年６月～令和14年12月（約17年）

契約金額 約47億円（税込）

施設概要 給食センター、配送者車庫、駐車場等

事業実施主体

①SPC(特別目的会社)
ふれあいだて歴史の杜食育センター株式会社
②代表企業
株式会社日総

伊達市学校給食センター整備運営事業（北海道伊達市）

鳥瞰図

【概 要】

【課題】施設の著しい老朽化、アレルギー対応の調理が不可能、小規模施設であるがゆえにスケールメリットが薄い
【目的】市内２か所の調理場を統合することで効率的な学校給食事業を実現、安心・安全な学校給食の提供

【事業スキーム】 【事業の効果】

【位 置 図】

・代表企業の日総は、応募当時PFI未経験の給食調理企業（道内企業）
・建設企業の須藤建設は伊達市内企業
・その他企業も道内に本社・拠点を有する企業でコンソーシアムを組成

自治体・地域

• 災害時の炊き出しも3日間可能とする
設備を導入し、安心を確保。

• 市民を対象とした料理教室や地元食
材を用いた新商品開発、周辺施設と
の連携事業などを通じ、地域の活性化
に寄与。

• 道内外から多くの利用者が連日訪れて
いるセンター２階の食育レストランや、
給食配送車で伊達市の食材をPR。

地域企業

• 道内・市内企業が多数参画。

利用者

• アレルギー対応食を提供し、生徒と保
護者の安心を確保。

• センター２階の食育レストランでは、市
民等が健康的な軽食や学校給食メ
ニューを食べることが可能。

民間事業者

• 民間の創意工夫を活かした各種自主
事業（食育レストラン等）を展開し、
近年では黒字経営を継続。

• 効率的かつ効果的な調理環境の創出。

←伊達市の食材をPR
する給食配送車。他に
も様々なデザインの配
送車がある。
（出典：伊達市教育委員
会HPだて歴史の杜食育セ
ンター施設概要 | 伊達市
教 育 委 員 会
(city.date.hokkaido.jp)）

全景

食育レストラン「Eスプーン」

調理場
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○既存の斎場のみでは、高齢化の進行に伴う火葬需要の増加に対応できなくなることが予想されるとともに、
公共施設等全体の建替え需要のピーク期に備え、効率的な整備・維持管理運営が必要とされていた。
・斎場にPFI手法を導入した全国初の事業として、「設計・建設」と「維持管理・運営」を一体的に実施。
・施設の利用段階を見据えた設計・施工の実現。
・日本最大級の雪冷房システム等の導入による省エネ効果の発揮。

実施自治体
札幌市（北海道）人口約197.3万人（R2.国調）

事業方式 PFI （BOT方式）

事業期間 平成15年2月～令和8年3月末日

契約金額 サービス対価：約185億円

施設概要 火葬場

事業実施主体
[代表企業]東亜建設工業
[構成企業]山下設計、岩田建設、炉研、北菱産業、札幌グランドホ
テルサービス、北海道ジェイ・アール商事、芙蓉総合リース

札幌市第2斎場整備運営事業（北海道札幌市）

【概 要】

【事業スキーム】

（出典：東亜建設工業HP）

【位 置 図】

【事業の効果】

○施設の運営・維持管理を包括的に民間事業者が担うことにより、
火葬場業務の全体を通じて効率的かつ効果的な人員配置や柔
軟な運営が可能となっており、収骨時の待ち時間の短縮等のサー
ビス向上が図られている。

○また、事業契約に基づき保守や修繕を計画的かつ迅速に実施で
きている。特に火葬炉については、火葬炉メーカーが直接運営し、
メンテナンスを日常的に実施することにより、修繕が必要な場合で
も、速やかに対応できる体制となっており、急な休場や長期的な
休場ができない火葬場においては大きなメリットとなっている。

○施設内の雪を利用した日本で最大級の雪暖房システムの導入に
より、省エネ効果が発揮されている。

課題
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• 教職員の住みよい住環境の確保
• 入居率は供用開始から常に100％を維持し、抽選で入居者を決定

実施自治体 根室市 人口約2.４万人（令和２年度時点）

事業方式 PFI（BOT）

事業期間 令和３年６月～令和34年3月（30年）

事業費
０円（事業類型は独立採算型で、市から民間事業者へ
支払いはなく、利用者（教職員）からの家賃収入のみで
資金回収）

施設概要

【対象】
所在地：根室市光洋町２丁目５番地４
面積 ：5420.78㎡（6棟24戸を整備）
用途地域：第２種中高層住居専用地域

（建ぺい率６０％ 容積率２００％）

事業実施主体
代表企業・・・有限会社カトウ
構成企業・・・株式会社ナオエー石油

根室市教職員住宅環境整備事業（北海道根室市）

【概 要】

【事業スキーム】

【課題】教職員の減少による空き住宅の増加。教職員住宅の老朽化が著しい。
【目的】教職員住宅の総保有量の削減。教職員住宅の環境改善を図る。

【事業の効果】

【位 置 図】

• 教職員住宅の保有量削減
• 市有地の有効活用により、財政負担を０円とし、低廉な家賃設定を実現

（出典：佐世保市提供資料） （出典：佐世保市提供資料）

自治体・地域

利用者

北海道根室市

事業期間終後、施設を無償
で市に譲渡し、市が解体

土地の無償貸与
入居者の斡旋 事業契約

利用者（教職員）

家賃収入で
事業費の回収

※出典：Google mapを加工して作成

当該敷地

市から無償貸与される敷地内に
１棟あたり４戸の住宅を６棟整備

東根室駅

• 事業参画企業は全て市内企業であり、地域経済へ貢献

地域企業

賃貸借契約

設計 建設 維持管理 運営

民間事業者
入居希望者
の管理

教職員住宅
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